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は じ め に

英国は開かれた多文化主義に立って世界各地から多くの移民や留学生を受け入れてきた。だが，

2010年に発足したキャメロン政権は財政再建と移民の流入規制強化を国政運営の主要な柱に据

え，欧州域外からの移民を「2015年までに年間10万人未満に減らす」と公約した。

英国は欧州で２番目に人口密度が高い。人口学者からは「移民の流入増によって英国の総人口

は20年以内に7,000万人の大台を超え，住宅，教育，医療など社会的インフラに重圧がかかり，

生活水準の低下を招く」との予測も出ている。また国内経済が低迷する中，都市部の貧困層の間

では「外国人に職や家賃の安い社会住宅を奪われている」との反移民感情がくすぶっている。こ

うした状況を受け，世論調査ではキャメロン政権の移民抑制策支持が多数を占める。他方，経済

界からは「厳しい移民規制は外国の優秀な人材の招致を妨げ，中長期的な国際競争力の低下につ

ながる」との批判の声があがっている。また，語学学校をはじめ留学生を顧客とする中小の私立

学校も，留学生の入国規制を強めようとする政府の方針への反発を強め，訴訟に訴える動きさえ

出ている。

英国は移民の流入規制と，グローバル化時代を生き抜くための人材確保を両立させることがで

きるのか。2010年秋に行った現地調査のデータも参照しながら，キャメロン政権による新移民政

策の検証を試みる。

第１章 移民増の実態

１．労働党政権下で急増

2010年から11年にかけて，英国で有力紙を巻き込んだ「移民論争」が展開された。2010年５月

の選挙戦で，野党・保守党の首相候補であったキャメロン氏は，「1997年以来13年間にわたり，

労働党政権は野放図に移民・難民を受け入れてきた。その結果，移民人口はこの間に約320万人

も増え，英国のアイデンティティを揺るがし，失業手当や医療費など社会保障支出の膨張を招い

た」と労働党を激しく攻撃した。保守系のテレグラフ紙 (The Telegraph) はキャメロン氏を支持

した。他方，リベラルな論調で知られるガーディアン紙 (The Guardian) は「移民増はメージャ

政権（90年11月～97年５月）の時代から始まっていた」と疑問を投げかけた。両紙の主張のいず

れが正しいか，論争は選挙後も続いたが，ある研究機関が政府統計局の移民データの詳細な検討

結果をもとにテレグラフ紙に軍配を挙げた。

英の通信社 (Press Association) が報じた表からも，労働党政権下で移民の流入が増えたこと

は間違いない。入国者数から出国者数を差し引いた数がネットの移民数である。メージャ政権時

代の移民流入数は，多い年であった94年と95年でも年間８万人弱であった。ところが労働党のブ

レア政権発足の翌年の98年には10万人の大台を超えた。その後もリーマン・ショックで国内経済

が一挙に冷え込んだ08年を除き，09年まで年に20万人前後の規模で流入が続いている。

公式統計では，「外国生まれで英国に１年以上，継続して居住している者」を移民として算入

している。政府統計局（ＯＮＳ）のデータによると，2009年の総人口は約6,140万人で，外国生

まれの移民は約700万人，人口比で11％強に及ぶ。移民のうち，英国籍（市民権）保有者が約270

万人（人口比７％），外国籍の者が約430万人（同７％）であった。

移民の出身地別の順位は，１位がインド（67万8,000人）で，２位ポーランド（52万人），３位

パキスタン（42万人），４位アイルランド（39万8,000人）となっている。保有国籍別でみれば，

ポーランドがインドを抜いてトップである。
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移民流入数の変化（1991年～2009年）

単位：1000人

移民の集積度は数は地域によって大きく異なる。移民数全体に占める比率でいえば，38％がロ

ンドンに集中し，以下イングランド南東部（13％），イングランド中西部（7.9％），イングラン

ド北西部（7.5％）の順となっており，全体の約80％がイングランドに居住している。スコット

ランドは4.8％，ウェールズは２％にすぎない。テレグラフ，ガーディアン両紙やＢＢＣ放送の

移民関連報道からも，住宅，学校，雇用をめぐる反移民感情はマンチェスター，バーミンガムな

ど移民人口が多い都市部で強いことがうかがえる(1)。

２．移民・外国人急増の理由

労働党の寛大な移民・難民政策が移民人口を急増させた一因であることは否めないが，理由は

ほかにもある。2005年７月，ロンドンで地下鉄やバスを爆破する同時テロ事件が発生し，56人の

死者（うち４人は実行犯）と約700人の負傷者が出た。事件はイスラム系過激組織の影響を受け

た移民系英国人の犯行と判明し，国内で反イスラムの風潮が高まった。労働党政府は事件後，入

国管理を厳しくするとともに，ポイント・システムの導入など欧州外からの労働移民の受け入れ

を規制する方策に転じた。

しかし，それでも移民が増え続けた裏には，別の要因がある。

第一は，冷戦の崩壊と中東欧の民主化で欧州内の人の移動が格段に活発化したことである。厳

しい出国規制が解かれた中東欧のほか旧ソ連地域からも，豊かさを求めて英国を含む西欧への出

稼ぎや移住が急増した。

第二は，大量の難民や亡命者の発生である。冷戦の崩壊は必ずしも平和の拡大をもたらさず，

中東，アフリカ，アジア，旧ユーゴスラビアなど世界各地で民族紛争や戦争が続発し，西欧や北

欧諸国は多数の難民の受け入を余儀なくされた。英国も例外ではなかった。

第三は，2004年と07年の欧州連合（ＥＵ）の拡大による広大な統一経済空間の成立である。ＥＵ
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加盟国の国民は原則としてＥＵ域内での移動，居住，就労，就学の自由が認められている。この

自由はＥＵと欧州自由貿易連合（ＥＦＴＡ）加盟の４ヵ国（ノルウェー，リヒテンシュタイン，

アイスランド，スイス）の間でも共有されており，ＥＵ27ヵ国とＥＦＴＡ４ヵ国を合わせた31ヵ

国が一体的な経済空間を構成している（以下，本稿で「欧州域内」「欧州域外」という場合の

「欧州」はこの31ヵ国で構成される経済空間を指すこととする）。中東欧８ヵ国については暫定

措置として一定期間，就労と居住の自由が制限されたが，それでもＥＵ加盟によって東から西へ

の出稼ぎ労働や移民は急増した。ちなみに，ＥＵの基本条約で定められた域内自由移動の権利

を英国が国内法で制限することは許されない。だから，キャメロン政権が移民の流入規制を強め

るにしても，その対象は欧州域外の国民に限られる。

第四に，2000年代前半，ドイツやフランスが長期不況に沈むのを尻目に英国は07年まで好況を

維持した。このため中東欧や欧州域外からの出稼ぎ労働者とその家族が英国に集中的に流入する

結果となった。前述の「13年間で320万人の移民増」の約80％が，欧州域外のアジア，アフリカ，

中近東などから流入している。

３．移民増で一変したロンドンのたたずまい

�������������

������	
����

筆者がロンドンを訪ねたのは12年ぶりであった。市内

をあちこち回って驚いたのは，人の数が格段に増えたこ

とだ。歩道もバスや地下鉄の車内も，一昔前に比べて人

の密度が高まった感じが強い。活気はあるが，反面，か

つての落ち着いた雰囲気が薄れ，人々の足の運びがせか

せかとあわただしくなった。

下町の面影が濃いかったロンドン東部のホワイトチャ

ペル一帯の光景は一変していた。地下鉄を降りて地上に

出ると，ずらり露店が軒を連ねている。そこを歩く人に

黒いチャドルや目だけを出して顔を隠すニキャブをまと

ったイスラム系の女性が目立つ。

さらに通りを進むと，欧州最大の規模を誇るイースト・ロンドン・モスクがある。ラマダンが

明けたばかりのモスクに入ると，ボランティアの青年が丁重に内部を案内してくれた。モスクで

は幾人もの信者が祈りを捧げ，付属のコーラン学校で授業を終えた子供たちが「どこから来たの」

と私に声をかけてくる。ややいかめしさを感じさせられたドイツやオランダのモスクと異なり，

実に開放的で明かるい雰囲気だ。このモスクで祈りを捧げる信者は一週間当たり２万3,000人に

のぼり，ラマダン期間中の来訪者は計25万人に達したという。

中東やインド亜大陸からの船が荷降ろしをしたドックランドに近いこの地に，船員や出稼ぎ労

働者の祈りの場として小さなモスクが建立されたのは1911年だった。1985年にミナレットを備え

た現在のモスクがパキスタン出身者を中心とする移民たちの寄金で新設された。さらに2004年に

は，隣接地に信者とロンドン市民の交流の場としてイスラム文化センターが建設されたが，その

起工式にはチャールズ皇太子が出席した。私が訪ねた時，モスクの裏手では９階建ての「女性セ

ンター」の新設工事が進められていた。

聖母マリアの名を冠したセンターは2011年末までに完成の予定で，女性専門の診療所やフィト

ネッス・クラブ，成人教育用教室，家庭内暴力に悩む女性のためのカウンセリング施設などが整

備される。女性センターの建設費も信者の寄金でまかなうというが，この事業にはイスラム教が
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ロンドン東部の新名所
となったモスク

Halal レストランが軒を連
ねるベイズウォータ

女性の人権を軽視する宗教ではないことを示す狙いも込められて

いるようだ。

ハイドパークの北に位置するベイズウォータ地区は中東やイン

ドなどからの移民が多く，安いホテルやレストランが軒を連ねる

庶民的な街だった。昨年秋，再訪してみると，街の様相は大きく

変わっていた。通りにはしゃれた外装の美術品やアクセサリーの

店が並び，ホテルは三ツ星，四つ星クラスにグレードアップされ，

室料もはねあがっていた。

いま一つ驚いたのは，レバノンなど中東料理の店だけでなく中

華料理店までが，イスラム教の戒律に則って処理した肉のみを用

いている「ハラル（Halal)」の看板を大きく掲げていることだ。

移民系住民や観光客を含めて，イスラム教徒の客がレストラン業

界で重みを増してきた反映であろう。この街で開かれる装飾品や

美術品の蚤の市はエスニック色で人気を呼び，大勢の若者や観光

客でにぎわう。ベイズウォーターはファッションの発信地として

も知られるようになった。

変化は，郊外に新設されたショッピング・モールで

も実感した。モールの中を歩いていたら，かつてスコ

ットランドで立ち寄ったことのあるウール製品の老舗

と同じ名前の店が目についた。店内に入ると中年の女

性が応対に出たが，英語にネイティブとは思えないア

クセントがある。思い切って出身地を聞いたら，ポー

ランド人であり，この店の責任者だという。ポーラン

ドから出稼ぎに来て，洋品店などで懸命に働いて専門

知識や接客のノウハウを身に付け，この店を任される

ようになった。「英国にはポーランドにはないチャン

スがある。不況でポーランドに帰ったものの，またこ

ちらに戻っている人が少なくないのは，生活水準に大きな差があるため」と彼女は話した。事実，

08年から09年にかけて不況の影響で落ち込んだポーランドからのネット移民数が10年になって再

び増え始めた。政府統計局のデータによると，10年末現在，英国に居住者するポーランド国籍保

有者は前年比２万5,000人増の約54万5,000人になった。

このショッピング・モールに限らず，ロンドン市内の商店やレストランに移民系従業員が増え

たのは確かだ。知人のカーペット製造会社元社長，デービッド・メルボーンさん (David Mel�

bourne) と妻のリンダさん (Linda) によると，一流店が軒を連ねるボンド・ストリートでも最近

は英語がまともに通じなかったり，大陸とは異なる英国式洋服サイズをきちんと理解していない

ために，商品の説明ができない店員が珍しくないという。

第２章 キャメロン政権の新移民政策

１．政策の柱

キャメロン政権の移民政策の基本路線は，「英国社会に貢献する者のみを受け入れ，社会保障

負担を増やす者や英国の社会秩序と文化を尊重しない者は受け入れない」ということである。
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「英国社会に貢献する者のみを受け入れる」という方針は労働党政権の後半を担ったブラウン首

相も掲げていたものの，実効性は薄かった。キャメロン政権は移民削減を財政再建とともに内政

の最重要課題に据え，削減の数値目標を掲げて具体的な規制策を次々に打ち出している。その内

容は下記のように要約できる。

（１）現政権任期末の2015年までに，欧州域内からの移住者も含めて移民の流入規模を年間10

万人未満に削減する。

（２）暫定措置として10年７月から11年３月末までの欧州域外からの受け入れ上限を２万

4,100人に設定する（＝capping）。

（３）11年４月以降は欧州域外からの受け入れ上限を恒久的措置として設定する。

（４）欧州域外からの就労許可要件のポイント数を引き上げ，家族の入国も制限する。

（５）欧州域外からの留学のための学生ビザ発給と受け入れ校のスポンサー（身元保証）資格

の審査を厳格にし，学生ビザを悪用した不法就労を防止する。学業終了後の就職活動のた

めの滞在延長制度を廃止する。

（６）欧州域外から呼び寄せた扶養親族に対する社会保障の適用凍結期間を変更し，現行の入

国から２年間を５年間に延長する。

（７）国境警備警察を新設し，不法入国や不法滞在の取締りを強化する。

２．ターゲットは欧州域外

2011年に入ってからの動きも含め，これら削減策の内容をやや詳しく検討してみる。まず（１）

の移民の流入規模を年間10万人未満に減らすという数値目標だが，前述したように欧州域内から

の流入は規制できないので，その実現は容易ではない。11年８月の政府統計局（ＯＮＳ）の発表

は首相の公約に冷水を浴びせる結果となった。10年の移民のネット流入数（調整前の暫定値）が

23万9,000人と前年を21％も上回り，過去５年で最多となったからだ。主な理由は，不況のため

に英国人の国外移住が減少したことと，中東欧８ヵ国からの労働移民とその家族の流入が持続し

ていることである。

04年第一４半期に英国内で就労していた中東欧出身者は約５万2,000人であったのが，08年の

第三４半期には10倍近い50万4,000人に膨れあがった。その後，不況の影響で47万人前後に減っ

たものの，10年初めから再び増勢に転じ，11年第二４半期には65万1,000人と60万の大台を超え

た。

拡大前のＥＵ加盟国から英国への移民に高スキル労働者や高学歴の専門家が多いのに対し，中

東欧からの移民の大半は低スキル労働者である。英国の低スキル労働者の約20％を外国人が占め

ているが，主たる担い手は中東欧からの移民であり，その比率はこの10年で倍増した。だが，欧

州域内からの移民の流入規制ができない以上，公約の数値目標を達成するには欧州域外からの移

民を減らすほかない。

域外からの低スキル労働者の受け入れは労働党政権時代からすでに停止されている。ポイント

制に基づく欧州域外国民対象の就労ビザには，第一階層ビザ（Tier１Visa）と第二階層ビザ

（Tier２Visa）の２種類がある。第一階層ビザは，高度技能者や投資家・企業家，国際級のスポー

ツ選手や芸術家，聖職者などが対象。第二階層ビザは雇用主が身元保証人（sponsor）となって

いる技能労働者に発給される。

ティリーザ・メイ内務相（Theresa May）は10年11月，第一階層と第二階層を合わせた11年４

月以降の欧州域外からの移民の受け入れ上限を，前年比6,300人減の年間２万1,700人に設定する

と発表した。その枠には高スキル労働者のほか医師や看護師など医療関係者，ＩＴ技術者や科学



河野 健一：経済沈滞と緊縮財政で変貌する英国の移民政策－流入規制と人材確保は両立するか－

― 129 ―

者など欧州先進国で慢性的不足状態が続いている職種が含まれる。政府は第二階層のビザ審査に

際して，身元保証の企業を厳しくチェックするとともに，語学力が不足している場合は第一階層

の高度技能者と認めないことも決めた。

経済界からの要請で，多国籍企業従業員の社内転勤（ＩＣＴ)に伴う入国・就労については従

来通り別枠で対応することとし，受け入れの上限を前年並の年間２万2,500人に設定した。ただ

し，ＩＣＴ該当者であっても２年以上滞在する場合は年収要件を２万4,000ポンドから４万ポン

ドに引き上げた。滞在期間が１年未満の場合は，２万4,000ポンドに据え置いた。きめ細かい要

件設定からは，少しでも労働移民を減らそうとする政府の執念がうかがえる。

新規流入の上限設定に加え，既住の移民が配偶者や子供などを呼び寄せる「家族結合」のため

のビザ発給要件も厳しくした。10年の家族結合ビザ発給数は４万8,900にのぼった。うち４万500

が配偶者，残り8,400が他の扶養親族である。まず移民が配偶者や婚約相手を呼び寄せるには，

本人の年収が5,000ポンド（11年10月の為替レートで約60万円）を上回っていることを要件に加

えた。理由は，それ以下の収入では配偶者ともども社会保障の世話になる可能性が強いからであ

る。また，配偶者が永住権を取得するには，英語能力のテストに合格することを義務付けた。ブ

リュッセルに本部を置くＮＰＯ「移民政策グループ（Migration Policy Group）」の調査によると，

英国は移民の配偶者に永住権を認める順位では欧州と北米合わせて31ヵ国中，下から４番目の28

位であるのに，語学テストの内容は他のＥＵ諸国や米国，カナダに比べてずっと難しいという。

さらに11年７月，内務省は親族への社会保障適用の凍結期間を現行の「入国から２年間」を同

５年に延長する方針を決めた。その狙いは５年以内の短期就労で入国した外国人とその家族が永

住するのを防ぐことにある。同じ７月，ダミアン・グリーン（Damian Green）移民相は，移民が

高齢の親など扶養を要する親族を呼び寄せること自体を規制する方針を示した。理由は同じく社

会保障制度の悪用防止である。同移民相は「移民が英国の納税者に自分の親を扶養させるのは筋

違いである。親を呼び寄せるのではなく，生活費を送金すべきだ」と述べた。

留意すべきは，こうした関係閣僚の強硬姿勢の裏にはキャメロン首相が政権発足直後に打ち出

した財政再建策がある。その概要は「今後４年間に合わせて810億ポンド（11年10月の為替レー

トで約９兆7,200億円）を節減して財政赤字と国家債務を縮小する」というもので，その実現に

向け公的部門の人員削減，福祉の切り詰め，付加価値税の引き上げなど国民に負担を求める施策

が盛り込まれている。それだけに，「税金でまかなう社会保障や教育が外国人によって食い物に

されている」との不満を抑えなければならない事情がある。つまり，キャメロン政権にとって，

財政再建と移民規制は切り離せない一体的な政策として実施されているのだ。

３．留学生の受け入れを大幅制限

英国は米国に次ぐ留学大国である。政府統計局によると，2009年には語学学校から大学，大学

院まで合わせて34万1,300人が学生ビザで入国した。その数から帰国者を差し引いたネットの滞

在者増は2010年現在で22万8,000人にのぼり，その78％が欧州域外の出身者となっている。多数

の留学生が学業終了後，英国にとどまって就労し，家族を呼び寄せて永住している。学生ビザに

よる入国者は労働移民を上回り，内務省は学生ビザが永住権取得の主要ルートになっているとみ

ている。

メイ内務相は10万人未満の数値目標を達成するには欧州域外からの留学生の入国規制が不可欠

として11年３月，具体的な措置を発表した。それによると，域外からの学生ビザによる入国者を

年に８万人減らし，15年までに計40万人の外国人学生を削減する。また，①語学学校や大学など

の身元保証資格（Sponsor License）の審査を厳格化 ②学生の英語能力要件の強化 ③学生の
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アルバイトを制限 ④学生の配偶者など家族の入国を規制 ⑤原則として就学期間を３～５年以

内に限定 ⑥学業終了後の就職活動のための滞在延長を原則的に認めない－などを盛り込んだ法

改正を行う方針も公表した。

内務省は法改正の理由について，「学生ビザを悪用して不法就労する偽装学生の入国を防がな

ければならない。こうした違法行為を黙認する学校は閉鎖するしかない」と説明した。さらに，

「欧州域外からの学生が減っても，英国内と他の欧州諸国からの入学生が増えて，80％程度は穴

埋めができる」との見通しも示した。

①～⑥の改正法は11年４月に発効した。だが，数値目標や学業終了後の就職活動のための滞在

禁止に対しては，「留学生を他国に奪われてしまう」と教育界から強い反発が出た。全国合わせ

て約700を数える語学学校や予備校，短大，大学は英国経済に年間400億ポンドの貢献をしている。

大学の授業料を例にとれば，英国人の学部学生が年間3,290ポンドであるのに対し，欧州域外の

留学生は平均２万ポンド払っている。大多数の大学にとって，留学生からの授業料収入は公的な

補助を上回っている。

10年10月，キャメロン政権は財政再建のために高等教育部門への公的補助を40％削減すること

を決定した。これを受けて大学は英国人学生の授業料を一挙に年9,000ポンドに引き上げると発

表した。学費の大幅アップに反発した学生たちは全国各地で大規模な抗議デモに決起した。学生

たちに呼応するように，英国私立学校協会（The Association of UK Private Schools and Colleges）

は，「政府による留学生規制が実施されれば，限られた有名校を除いて，語学学校，短大，中小

の大学は大きな打撃を受け，閉校を余儀なくされるところも出てくる」として提訴も辞さない方

針を決めた。

教育界の反発を受けて，メイ内務相は今後５年間の域外留学生の削減幅を23万人に下方修正し

た。これにより年間の削減幅も８万人から４万6,000人になった。内務省は数値目標を修正した

ものの，違法行為は厳しく取り締まると表明し，改正法発効後の約２ヵ月間にマンチェスター市

内の大学予備校など７校のスポンサー資格を剥奪したことを明らかにした。また内務相は留学生

減少により教育産業が５年間に受ける経済的損失を24億ポンドと算出したが，大学側からは「損

失はその額を遥かに上回る」と反論が続出し，政府と教育界の対立は続いている。

第３章 移民規制策の背景と「移民問題」の検証

１．世論調査は規制支持が多数？

キャメロン政権発足後の11年２月に行われた二つの世論調査からは，英国で移民に対する風当

たりが強まっているように思える。

まず反極右の民間組織「Searchlight Educational Trust」の委嘱で11年２月に英国籍を有する

成人5,000人を対象に実施された調査結果では，「移民は英国にとって望ましくない」と答えた者

が白人で63％，アジア系で43％，黒人で17％だった。また，移民の流入を恒久的あるいは少なく

とも国内経済が好転するまで停止すべきと答えた者は白人で34％，アジア系で39％，黒人で19％

で，白人よりもアジア系の方が規制支持が多かった(2)。

同じ２月，米国の「German Marshall Fund」と英国の「Barrow Cadbury Trust」の両財団が米国，

カナダ，英国，フランス，ドイツ，イタリア，スペイン，オランダの８ヵ国で移民問題をテーマ

に世論調査を行った。調査対象は一番少ない国で1,000人だった。

まず，「国内に移民が多すぎる」と答えた者は英国が最多の59％にのぼったのに対し，移民が

総人口に占める比率が英国よりも高いドイツ，オランダはいずれも27％だった。「移民は国にと
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ってプラスというより重荷」と答えた者が英国では３分の２に達したが，米国と他の欧州５ヵ国

では50％だった。さらに，「合法的移民であっても，医療保険や公的補助のある教育の恩恵に預

かる権利を認めるべきでない」と答えた者が英国では25％であったのに対し，他の欧州５ヵ国で

は１％～５％だった。

キャメロン政権にとってこうした世論調査が追い風になっているのは事実だが，調査のやり方

や数字の信憑性に疑問を投げかける向きも少なくない。辛口のコラムニストとして知られるゾー

ウィ・ウイリアムズ（Zoe Williams）さんにいわせれば，各種世論調査で用いられる「移民」の

定義が明確でない。問われる側の反応は質問の言い回しで変わってくる。普通の市民が「移民」

について意見を求められて，まず思い浮かべるのはニュースなどで取り沙汰される不法移民や移

民による犯罪である。だから，「移民」に否定的な反応を示す。ところが，自分たちが個人的に

知っている移民系の人々，たとえば病院の医師や看護師には好感を持っている。留学を終えた後，

英国で職に就いた移民も概して評判がよい。それなのに，こうした身近に知っている移民への好

感情は世論調査に反映されないというのだ。

ウイリアムズさんは移民に関する統計にも問題が多いと指摘する。いずれの統計にも例外なく

「注意」や「ことわり」が付されていて，各種統計を付き合わせると数字に大きな開きがあり，

一致したためしがない。とりわけ地方単位の統計は粗末なものが多く，デボン州のある自治体の

統計は「当地域の移民数は4,000人」としておきながら，誤差の範囲も4,000人と付記していたと

いう(3)。

専門研究者も世論調査に示された数字が必ずしも国民の考えを正確に反映したものではないと

指摘する。オックスフォード大学移民問題研究所（The Migration Observatory）のスコット・ブ

ラインダー博士（Scott Blinder）は論文で，各種世論調査の問題点を具体的に洗い出している。

まず，辞書の定義では，移民は「外国に移って定住する人」を指す。ところが政府統計局は１年

以上，英国に滞在する者をすべて移民とみなす。そのため，ごく限られた年数の滞在を予定して

いる人まで「移民」に含まれてしまい，調査の信頼性が損なわれる。また，政府統計の算定対象

は合法的移民のみで不法移民を含まないことも，混乱を生む要因になっている。11年２月，ある

調査機関が合法的移民と不法移民に分けて意見を聞いたところ，不法移民に対しては全体の３分

の２が「望ましくない」と答えたのに対し，合法的移民の受け入れに反対する者は36％であった。

また07年に行われた別の調査では，移民を職業，入国目的などでグループ分けして受け入れの賛

否を聞いた。その結果，受け入れ賛成が医師，看護士では72％，介護士で51％にのぼった。留学

生も賛成が圧倒的に多かった。博士はこうした分析結果を踏まえ，「世論を公共政策に有意義に

反映させるためには，調査の質の向上が必要だ」と指摘している。キャメロン政権の留学生削減

策にも言及し，「10万人未満という数値目標を達成するためであり，国民世論と政策の間にずれ

がある」と述べている(4)。

２．移民雇用の実態

政府統計によると，2010年の新規就労者の３人に１人が外国生まれの移民であった。これをと

らえ，保守系ＮＧＯ「移民動向監視（Migration Watch）」のアンドリュー・グリーン（Andrew

Green）会長は「労働移民の増加が英国人の雇用に悪影響を及ぼしている事実が明示された」と

述べた。

10年の英国の失業率は7.7％で，16歳～24歳の若者では20％を超えた。若年失業者は11年に入

っても増え続け，10月には99万1,000人に達した。英国のタブロイド紙は「高失業率は移民に職

を奪われた結果」と報じるが，新規就労者の大半が中東欧など欧州域内からの低スキルの労働移
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民であり，域外からの移民に失業増の責めを帰す主張には疑問がある。10年11月，テレグラフ紙

は欧州域内出身と域外出身に分けて，移民の就労数が多い職種を報じた。それによると，欧州域

内移民の18％が工場勤務の低スキル労働者，12％が同じく工場勤務の中スキル労働者，その後の

３，４，５位は同率の８％で農場での収穫作業，道路清掃などの単純労働従事者であった。他方，

域外出身者は医師の22％をトップに調理師19％，看護師・ＩＴ専門家・自然科学系研究者がいず

れも16％の順になっており，専門技術者や高度技能者が全体の89％を占める。医師と看護師はイ

ンドやパキスタン，アフリカ出身者が多く，英国の国民医療サービス（ＮＨＳ）は移民の医師・

看護師に支えられているといっても過言ではない(5)。

英国人の知人に「地方の雇用状況も見た方がよい」と勧められ，イングランド南西部のコーン

ウォール州（Cornwall）を訪ねた。穏やかな気候と美しい海浜に恵まれた同州の主要産業は観光

と水産である。観光の中心地はかつて陶芸家のバーナード・リーチや彫刻家のバーバラ・ヘップ

ワースが住んだことでも知られるセンタイブズ（St.Ives）である。海岸部やなだらかな丘沿い

にホテルやレストランが軒を連ね，夏場は国内だけでなく欧州各地からの客で賑わう。大手ホテ

ルの責任者に聞くと，ホテルやレストランの従業員の10％以上がポーランド人で占められている。

その理由は，「ポーランド人は勤勉で，繁忙期の残業も嫌がらない」からだという。州内の農園

も植付けや収穫作業はポーランドからやってくる季節労働者の手を借りており，ポーランド人は

農業分野でも不可欠の人材となりつつある。

英国の水産業は価格の安い輸入品の流入やＥＵの共通漁業政策（ＣＦＰ）に基づく他国漁船の

漁場乗り入れによる資源の減少などで急速に衰退した。戦前５万人を数えた漁業従事者はいま１

万人を割り，存亡の危機に直面している。それでもコーンウォールはカレイ，タラ，エビなど産

品の質のよさで知られ，英仏海峡に面したニューリン（Newlyn）は国内２位の水揚高を維持して

いる。

漁船が繋留された海岸で作業中のピーター・ダウニングさん（Peter Downing．62歳）が取材

に応じてくれた。数年前に海上の仕事を退き，現在は複数の漁船の操業管理と機器保守を任され

ている。ダウニングさんが担当する漁船は１隻あたり４～５人編成で操業するが，船長以外の乗

組員のほとんどが外国人で占められている。出身国はウクライナ，ポーランド，タイ，ベトナム

などだ。ニューリンでは数百人の出稼ぎ漁師が働いていて，彼らの応援抜きでは漁業が成り立た

なくなっている。理由は，英国の若者が「危険で辛い漁師の仕事を嫌う」からだ。

漁船の仕事は10日働いて10日休み，再び10日勤務のローテンション方式となっている。漁獲の

売り上げは船主（船長を兼ねる場合が多い）が60％，乗組員が40％の比率で配分する。乗組員１

「出稼ぎ漁民なしで操業はできない」と語
るダウニングさん（Newlynで）

人あたりの月収は1,600～1,700ポンドだが，出身国の

所得水準に照らせばよい収入といえ，東南アジアから

の漁師たちは身元保証付の技能労働者の資格で入国・

就労している。ダウニングさんは，「ニューリンの漁

業が生き延びるためには外国人の力を借りるほかな

い。英国伝統のフィッシュ・アンド・チップスが食べ

られなくなるのは寂しいからね」と冗談を飛ばして作

業に戻った。

コーンウォール州の保守党支部長であるデレク・

トーマス氏（Derek Thomas）は「個人的見解」と断っ

たうえで，書面での移民問題に関する質問に答えてく

れた。同氏は「州内でも移民が増え続けて，医療や
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住宅など公的サービス部門で地元自治体に重圧がかかっている。移民の流入規制は必要だ。最も

効果的な対応は，移民の本国が（出稼ぎに行かなくても済むように）経済発展にもっと力を入れ

ることと，英国内で移民の雇用を減らすことであろう」と述べ，キャメロン政権による規制の正

当性を主張した。

だが，移民をめぐるトーマス氏の見解と，移民を雇用している地元のホテル業界や漁業関係者

との間には，世論調査の場合と同じように「移民像」のずれがあるように思える。ただし，筆者

が移民一般ではなく出身国や業種を特定して質問していれば，トーマス氏から違った内容の回答

を引き出せたかも知れない。その点の反省を付記しておきたい。

３．人口爆発の予測は正しいのか

キャメロン政権成立後，移民規制にからんで論議を呼んだテーマがいま一つある。「移民増の

結果，英国は近い将来，人口過密に陥る」という主張である。

その根拠となったのは，政府統計局（ＯＮＳ）が10年４月に公表した人口予測である。1990年

に5,720万人であった英国の総人口は，97年から続いた移民流入増の影響で2010年には6,220万人

（推計値）となった。移民家庭の出生率が高いので，総人口は29年に7,000万の大台を超え，33

年には7,160万人に達するというのである。

ＢＢＣは「迫りくる人口圧力」と題してこの問題を特集番組で取り上げた。英国はいまでも島

国マルタに次いで欧州で２番目に人口密度が高い。受け入れ能力がすでに限界近くに達している

都市部の住宅，学校，医療機関，上下水道などのインフラは急激な人口増に対応できず，生活の

質の低下が避けられない。さらに，二酸化炭素の排出増など環境への悪影響も懸念されると警告

を発している(6)。

だが，ＯＮＳの予測の信頼性に疑問を投げかける声も多い。たとえば前述した保守党コーンウ

ォール州支部長のトーマス氏も，「現在の人口増のペースに照らすと，1,000万人も増加するとは

思えない。あの数字には同意できない」と述べた。

ＢＢＣが引用した研究機関「未来のためのフォーラム（Forum for the Future）」のレポート

「増大する痛み－英国における人口と持続可能性」を読むと，主眼は移民批判ではなく，経済・

社会の運営やライフスタイルの根本的再検討の提案であることが分かる。レポートは人口増加の

ペースと規模に懸念を示しながらも，「問題の根源は，国民の高齢化を埋め合わせるために（移

民受け入れによる）人口増に依存してきた経済モデルにある」と指摘する。具体的には，高齢者

が社会に貢献できるような雇用制度の改革や環境への負荷が少ない住宅と交通システムの開発に

取り組み，消費よりも生活の質を重視する経済モデルへ転換すべきだと主張している。政府に対

しては，人口の増加分を国内各地に再配置して，インフラへの圧力を抑える施策を講じるよう求

めている。また「英国では妊娠の約40％が計画性を欠いた形で生じている」との数字を示し，家

族計画の普及に向けた啓蒙活動の必要性を訴えている(7)。

フォーラムのレポートは冷静な現状分析をもとに未来に向けて具体的な改革プランを提示して

おり，公平な立場でこの問題と向き合っているといえよう。また，ＢＢＣも報道の中に「ＯＮＳ

の予測の正確性には疑問符を付しておかねばならない」とのことわりを入れ，現政権と距離を置

くことを忘れていない。両者の姿勢からは，無責任なポピュリズムとは異なる，英国伝統の「成

熟した政治感覚」がうかがえた。
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第４章 今後の見通し

それでは，キャメロン政権は「15年までに年10万人未満に削減」という目標を達成できるので

あろうか。

移民問題に詳しいシティ大学（City University.ロンドン市内の私立大学）のライザ・シュス

ター教授（Liza Schuster）は，「達成は難しい」と予測する。なぜなら労働移民の大半が欧州域

内から流入していて，英国の規制が及ばないからだ。英国が欧州域内からの移民の流入を規制す

るにはＥＵを脱退するほかないが，それは自国を孤立に追い込む自殺行為であり，選択肢となり

得ない(8)。

欧州域外からの労働移民の大多数は企業内転勤者（ＩＣＴ）であり，こちらも企業活動のグロー

バル化が進む中，規制は極めて難しい。医師や看護師，ＩＴ技術者などは欧州各国間で奪い合い

が続いている職種であり，規制対象外としなければならない。経済が回復すれば，一般的な中ス

キル・高スキル労働力も不足することが予想される。連立与党の自由民主党（Liberal Democrats）

は保守党に押し切られて数値目標に同意したものの，「行き過ぎた規制は企業利益を損なう」と

の立場を崩していない。自民党との不協和音が高まれば，政権基盤に響くことをキャメロン首相

は考慮に入れなければならない。

そこで，政府が数値目標達成の好材料として目をつけたのが，欧州域外からの留学生である。

域外からの留学生は数が多いので，ここを絞れば目標達成の可能性が高まるという計算である。

だが，この策も壁にぶつかっている。高等教育部門は英国に多大の収入を呼び込む「輸出産業」

であり，語学学校や短大，大学から強い反発が出ているのは前述した通りである。事実，政府は

域外からの留学生の削減幅を当初予定よりもかなり狭める後退を余儀なくされた。

政府は合法的移民の流入規制に加え，不法移民や不法就労の摘発を強めている。また，永住権

や英国籍の取得要件を厳しくする法改正も行った。だが，こうした措置による移民人口の抑制効

果は限られている。労働力の国際移動は様々なファクターがからみあった複雑な事象であり，確

たる将来予測は立て難い。だが，年に20万人規模の流入数を15年までに半減させることは，おそ

らく無理であろうと筆者は判断する。

結びに代えて

ロンドンの移民街やコーンウォールを訪ねて強く感じたことがある。キャメロン政権の移民規

制策が実施に移されているにも拘らず，英国社会が伝統の開放性を失ってはいないことだ。

たとえば，ベルギーやフランスはイスラム系移民女性が公共の場でブルカやニキャブを着用す

ることを法律で禁じたが，英国議会はそうした動きを見せていない。信仰や服装は個人の自由の

範疇に属し，国が介入する領域ではないという合意が広く成立しているからであろう。

英国社会に程度の差はあれ人種差別があるのは否定できないが，各種世論調査では移民規制支

持者も含めほとんどの回答者が徹底して暴力を否定している。ロンドン北部の事務所で会った

「トルコ人・クルド人協会（Daymer）」のタイラン・サバズ代表（Taylan Sahbaz）はクルド系移

民２世で，英国の大学を卒業した。「私が非ヨーロッパ系の移民であることは外見で分かるし，

イスラム教徒であることも多くの人が知っている。でも暴力的攻撃はもちろん，侮辱的な言葉を

浴びた経験はない」と語った。それだけに，11年８月にロンドンやバーミンガムで暴動が発生し，

白人を含む若者たちによる略奪や放火などの無法行為が横行したことに多くの国民が深い衝撃を

受け，「英国の恥だ」と憤ったのは当然であろう。
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安っぽい場末であったベイズウォータを観光客や若者に人気のファッショナブルな街に変身さ

せた移民たちの逞しい生活力と，それを許容し応援するロンドンの柔軟性にも強い印象を受けた。

キャメロン首相がいかに「我々は多文化主義に与しない」と述べようとも，外国人を受け入れる

ことで英国が豊かで多様な社会を築いてきたことは否定できない。

たとえば欧州きっての名門といわれる英王室の発祥の地がドイツであることは広く知られてい

る。王家の名称は「ウィンザー家」(House of Windsor）だが，1917年以前はドイツ式の「ザクセ

-コルブルク・ゴータ家」（House of Saxe�Corburg Gotha）であった。またエリザベス女王の夫君

エディンバラ公はコルフ島で生まれたギリシャ王家の出身である。幼時から英国で育てられ，

1947年に英国籍を取得し，女王と結婚した。

ガーディアン紙によると，キャメロン首相を含め与野党合わせて３党の党首も移民の血を引い

ている。首相の父方の祖先はユダヤ系ドイツ人で金融業を営んでいた。1850年代にドイツから英

国に移り住み，1871年に英国籍を取得した。連立を組む自民党のニック・クレッグ党首（Nick

Clegg）の母親はオランダ人で，ロシア系英国人の父親と知り合い結婚した。また，労働党のエ

ド・ミリバンド党首（Ed Miliband）の両親はともにユダヤ人で，父親はナチスが占領する直前

のベルギーから英国に逃れた。母親は戦後間もなくソ連支配下のポーランドから英国に移ってき

た。

移民は労働力としてだけでなく，学術や芸術の世界でも英国に貢献しており，ノーベル賞受賞

者の４分の１が外国生まれという。最近の例では，2010年に37歳でノーベル物理学賞を受けたコ

ンスタンティン・ノボセロフ氏（Konstantin Novoselov）は英国とロシアの二重国籍を持つ。同

じ年にノーベル経済学賞に輝いたクリストファ・ピサリデス氏（Christopher Pissarides）も英

国とキプロスの二重国籍保有者である。さらにスーパーのテスコ（Tesco），衣料品などの小売大

手マークス・アンド・スペンサー（Marks & Spencer），格安便航空会社のイージィ・ジェット

（easyJet）の起業者はいずれも移民である。ある経済学者の調査によると，リーマン・ショッ

ク後の不況の中で，移民による新規企業の立ち上げ数は非移民系英国人の約２倍に達しており，

移民は英国経済の再生にも貢献しているという(9)。

英国は植民地支配の負の歴史を有すると同時に，一度も全体主義の毒に染まったことのない強

靭な市民的民主主義と，多くの亡命者や難民を受け入れる人道主義を維持してきた。帝国の栄光

を失って久しいいまなお，労働移民だけでなく留学生や優れた研究者，一流の芸術家やスポーツ

選手などを世界各地から引き寄せる力を失っていない。それは英国にとってかけがえのない資産

であり，強みである。

キャメロン政権の移民規制策の成否の如何を問わず，多くの人々が様々な目標をもって英国を

目指す流れはこれからも途絶えまい。「未来のためのフォーラム」が提言したように，英国が持

ち前の柔軟さで新しい経済モデルの構築に取り組み，開かれた多文化主義を維持することを願っ

て，この小稿の結びとする。
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